
Ⅰ はじめに
固定資産税及び都市計画税は、その
賦課期日である毎年1月1日現在にお
いて、固定資産課税台帳に所有者とし
て登録されている者に対して課される
もので、賦課期日後に所有者の異動が
生じた場合でも、新たに資産の所有者
となった者が、固定資産税等の納税義
務を負うものではありません。しか
し、不動産売買の際に、買主が売主に
対し、譲渡から年末までの期間に係る
固定資産税等に相当する金額（以下「未
経過固定資産税等相当額」という。）
を支払う場合があります。
今回は、この未経過固定資産税等相
当額について争われた所得税の裁決・
判決をご紹介します。

Ⅱ 受領した未経過固定資
産税等相当額

平14．08．29公表裁決
（Ｊ64－2－16）（棄却）

1、事案の概要
本件は、土地の譲渡に際し、請求人
が受領した未経過固定資産税等相当額
について、譲渡所得の金額の計算上、
総収入金額に算入すべきか否かが争わ
れた事案です。
請求人は、未経過固定資産税等相当
額は、固定資産税等の清算金であり、
立替金の回収にほかならず、担税力の
ある所得とはなり得ないと主張しまし
た。
2、国税不服審判所の判断
譲渡所得の課税は、資産の値上がり
によりその資産の所有者に帰属するこ
ととなった増加益を、当該資産が譲渡
される機会をとらえて所得として把握
しようとするものであり、その資産の

価値ないし値上がり益は、その際に得
られた対価によって顕現したものと見
ることができるから、それに基づき算
定するのが相当である。
そして、ここにいう「対価」は、そ

の名称のいかんにかかわらず、資産の
譲渡に基因し、それと因果関係のある
給付であれば足りるものと解するのが
相当であるから、請求人の主張する未
経過固定資産税等相当額も、本件土地
の売却に基づいて受領したものである
以上、形式的に総収入金額に該当する
ことは明らかである。
地方税法の規定によれば、固定資産

税等は、その賦課期日である毎年1月
1日現在において、固定資産課税台帳
に所有者として登録されている者に対
して課されるものであり、賦課期日後
に所有者の異動が生じたからといっ
て、課税関係に変動が生じるものでは
なく、賦課期日後に資産の所有者とな
った者は、固定資産税等の納税義務を
負担するものではなく、また、当該資
産の譲渡当事者間においても、固定資
産税等を納めた譲渡人が、譲受人に対
し、未経過固定資産税等相当額の求償
権を取得するものでもない。
固定資産税等の未経過分名目での金

員の授受が取引慣行となっていようと
も、また、取引当事者が、これを固定
資産税等の清算と認識していようと
も、これによって譲渡人に租税徴収権
や求償権が生じるものではなく、未経
過固定資産税等相当額の受領は、あく
まで取引当事者間の契約によって初め
て生じるものにすぎないのであるか
ら、これを譲渡所得の課税対象から除
外する解釈はなし得ない。

Ⅲ 支出した未経過固定資
産税等相当額

平25．10．22 東京地裁
（Ｚ263－12316）（棄却）
平26．04．09 東京高裁
（Ｚ888－1853）（棄却）（上告・上
告受理申立て）

1、事案の概要
本件は、共同住宅等の貸付けを業と
する控訴人が、貸付業務用の土地建物
を購入した際に支出した未経過固定資
産税等に相当する金額を、不動産所得
の金額の計算上必要経費に算入して、
確定申告等をしたところ、所轄税務署
長から、本件金員は貸付業務用の不動
産の取得価額に含まれ、建物の取得価
額に係る減価償却費のみが不動産所得
の金額の計算上必要経費に算入される
として、所得税の各更正処分を受けた
ことから、処分の取消しを求めた事案
です。
2、東京高裁の判断
賦課期日とは異なる日をもって固定
資産の売買契約を締結するに際し、買
主が売主に対し、売主が納税義務を負
担することになる固定資産税等の税額
のうち売買契約による所有権移転後の
期間の部分に相当する金額を支払うこ
とを合意した場合、この合意に基づく
金額の支払は、固定資産税等に係る買
主の納税義務に基づくものではないこ
とが明らかである。そして、この合意
は、固定資産の売買契約を締結するに
際し、売主が1年を単位として納税義
務を負う固定資産税等につき買主がこ
れを負担することなくその固定資産を
購入するという期間があるという状況
を調整するために個々的に行われるも
のであることからすると、この合意に
基づく金額は、実質的には、当該固定

資産の購入の代価の一部を成すものと
解することが相当である。
控訴人は、業務の用に供される資産
に係る固定資産税等は、事業所得又は
不動産所得の必要経費に算入されるの
であるから（所基通37－5）、本件金
員が不動産所得の必要経費とされるべ
きことは明らかである旨を主張する。
しかし、固定資産税等の納税義務者
は、地方税法において賦課期日におけ
るその固定資産の所有者と定められて
おり、賦課期日後の年度の途中で所有
者となった者につきその年度の所有者
となった後の期間に相当する固定資産
税等の納税義務があると解することは
できない。
以上によれば、固定資産税等の未経
過分に相当する金額は、資産の取得価
額に算入すべきこととなる。

Ⅳ おわりに
今回は、所得税の裁決・判決をご紹
介しましたが、法人税においても未経
過固定資産税等相当額について争われ
た判決等があります。
TAINSで検索される場合のキーワ
ードは、「未経過固定資産税」又は「固
定資産税相当額」です。
国税庁のホームページには、「未経
過固定資産税等に相当する額の支払を
受けた場合」と題して、「支払を受け
た未経過固定資産税等に相当する額
は、譲渡所得の収入金額に算入されま
す」との質疑応答事例が平成27年11月
25日付で追加されております。

収録内容に関するお問い合わせは
データベース編集室へ
TEL 03－5496－1416

草間 典子[足立]

不動産売買時に支払われる未経過
固定資産税等相当額について
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